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おわりに

先任権（seniority：別訳で古参権、年功権など）とは何か？

米国の労働協約においてよく見られる

勤続の長さ（length of service）によって従業員に順位を

つけ、勤続の長い者を優遇する規則

• レイオフ（一時解雇、一時帰休）…“Last in, first out”

• リコール（レイオフからの呼び戻し）

• 昇進

• 配置転換

→20世紀中盤には米国で主流となっていた労使間でのルール

先任権がよく使われる領域…ブルー・カラーの世界

はじめに

1990年代前半においてレイオフに利用している米国企業 88%

製造業96%、非製造業75%（BNA,1995,p.67）

※これまでの常識：先任権と年功制は似て非なるもの

ex. 「アメリカの先任権制度が労働組合による労働者間競争

の抑制に基づくものであり、…日本の年功制度と異質なもの

として理解しなければならない」（栗田,1994,34頁）

先任権と年功制の類似性

→長期勤続者を優遇し、勤続を促す点で似ている

他方

雇用の長期化および勤続に対する優遇

→先進国では共通する特徴だとする見解も（ex.小池,1977）

→いずれも、先任権と年功制は日米別個に発展してきたも

のという理解では同じ



本報告…戦後初期に先任権の移入という歴史的事実の発見

→日本的経営の形成に影響！？

※ありうべき疑問

Q:日本的経営は古くから言われてきた歴史的事実なのでは？

A:終身雇用や年功制の発見…1950年代の前半期

氏原正治郎（1953）、J・C・アベグレン（1958）

→特にアベグレン以降、日本的経営論が開花

では、日本的経営はいつ始まったのか？

3つの説…戦間期、戦時期、戦後

本研究はいずれの説に対しても中立だが、とりわけ
最近主流になってきている戦後説にとっては重要

戦後説（1950〜60年代）では終身雇用や年功序列の
発見が1950年代前半期であることを説明できない。

1948年末 占領政策の転換…東西冷戦

米国…日本の「民主化より」も「経済安定と復興を優先」
経済9原則…緊縮財政により人員整理の必要性
米本国からの命令→遅滞なく実施する必要

人員整理に伴う紛争（ストライキ）の抑止→その意図

「マッカーサーやワシントンが労働者の行動は安定計画を覆す

おそれありとみたら、彼らは正式に労組の活動を弾圧し、新た

な民主的労働関係の法体系を永久に弱体化してしまうおそれが

ある。三人*はそうはさせまいとしたのだ。」（Cohen, 1983下

, 334〜335頁） *労働課の課員：ヘプラー、エイミス、ブラッティー

1. 歴史的事実としてのGHQによる先任権導入の要請

GHQ労働課（リベラリストが多い）の課題

→紛争抑止手段として先任権の奨励

• 1949年2月17日、GHQ労働課フーヴァーの記者会見での発言*2

今後日本では人員整理が避けられないとし、「解雇絶対反対」を唱えて
いる労働組合に対して、労使で解雇基準を設けるよう訴え、米国では先
任権が用いられていることを示唆した。

GHQによる具体的要請・指導

• 1949年1月、GHQが労使代表者を招集して労資協議会開催

雇用関係小委員会での合意…組合に意見聴取し解雇の基準を設ける
→米国では先任権が使われていることを付記*1

その翻訳が労働省系の研究団体の雑誌に掲載（カマチヨウ,1951）

• GHQ関東民事部労政課長が先任権に関する冊子を作成・配布

• 個別企業への介入・導入指導も
日本火災海上保険と全損保日本火災支部との間で1950年に締結された
「覚書協約」に先任権 ← GHQ労働課課員の直接介入（齋藤,1950）

2. 日経連の先任権の受容(1)：人員整理基準として

A. 人員整理基準としての活用

人員整理は重要課題の一つ

1. 解雇には労働組合の同意が必要→経営権として取り返す必要

2. 戦時・戦後の混乱下で採用した余剰人員の存在

3. 労働組合の強固な解雇絶対反対

→組合の激しい抵抗

ex. 1948年東宝争議…「軍艦以外はすべて来た」

組合の納得してくれる解雇基準としての先任権への期待

米国では組合が先任権を要求→恣意的な解雇に対
する客観的基準

→二つの観点から受容しようとした

A. 人員整理基準としての活用
B. 先任権による新しい企業内秩序



日経連による解雇基準と先任権*3,4

• 戦時・戦後の混乱下で採用した人員（「水増し雇用」）の解雇

1.「積極的」解雇基準の設定

会社にとって望ましくない労働者＝「当然淘汰されるべき者」

→左翼活動家、老齢者、病弱者、低能率者、不良青年など

2.「消極的の基準」としての先任権の活用

=「当然淘汰されるべき者」が淘汰された後、どうしても解雇せ

ざるをえない場合→先任権によって解雇される者を決める

ドッジ・ライン期（1949年）における整理解雇

先任権の影響→解雇基準の一つ「勤続年数の短い者」

ex. 大同製鋼、日電、沖電機、日産*5など

政府統計…45万人の解雇、一説には100万人とも

解雇基準に勤続年数が入ること＝先任権の影響か?

労働省

「整理基準に関連して、勤続年数、年令等を考慮した所

謂先任権、或は古参権という考え方を取つている協約例

が見られる」（労働省,1951,52頁）

解雇者の多く→若年者を中心とした戦中・戦後雇用の者

1. 日産における証言*6

2. 労働省調査（1950）より推計*7

「私の部などは若い人をみんな首にした」

「戦前に入った者はやられておらず、戦後46年（昭21）
以降に入社した者が対象」

（日産労連,1992,115〜116頁）

25歳以上の男性被解雇者

勤続10年未満86.2% 勤続10年以上13.8%

先任権の影響を受けた整理基準となった結果

「勤続年数の短い者」の解雇

→戦前から勤続していた中高年男性の雇用が守られる

その後

→このため職場の労働力構成は

終身雇用や年功序列の発見…1950年代前半期

ドッジ・ライン下での先任権の影響

→特殊な従業員構成…終身雇用や年功序列と錯覚！?

ドッジ・ライン期の解雇の特徴

朝鮮特需で若年労働者の大量採用

勤続の長い労働者と大量の短い勤続の若年労働者



B. 新しい職場秩序の基礎としての期待*8

戦後の民主化による職場秩序の瓦解

戦前の身分制度
職員…位階制度に由来する資格制度の存在

→職位とは別に人の偉さを格付け

工員…資格制度は存在せず、職長や伍長などの職位のみ

民主化→職員と工員の身分差別撤廃

→資格制度の無意味化

→職制の地位低下…生活給の普及による賃金の平準化

新しい職場秩序（序列）をどう再建するのか

職務・職階制 or 勤続年数に基づく先任権

→先任権のほうが簡便という判断

3 日経連の先任権受容(2):新しい企業内秩序として

鹿内信隆（日経連専務理事）の見解（鹿内,1950）

従前の日本の経営と先任権の類似と相違

「古参の勤続者を優遇する思想」…日本にも「根づよくある」

＝「年功による昇給、昇進又は退職時の優遇等の慣習」の存在

しかし

「この習慣は封建的色彩が濃くその基準が明確でなく、しかも

一方的に経営者が決定」（下線は報告者）

→「労働者の疑念」をまねき、「労資間に紛議」を起こす

先任権…「経営者の勝手気儘に行われたり差別待遇にならぬ」

ので、労働者に納得をもたらす

＝勤続期間という客観的要素を基底に据えることで「封建的色

彩」の濃い「年功」を払拭することができる。（1頁）

勤続年数：封建的色彩の濃い年功を払拭←客観性

勤続年数基準の先任権→労務管理の近代化

しかし、勤続年数のみには懸念*9

・勤続年数の長い者→優秀とは限らない

勤続年数を序列の基礎としながら査定を実施

・重筋労働→高齢者になれば効率が落ちる

高い公平性を担保することになると期待

※当時の米国でも勤続一本は1/4程度の企業と認識(日経連・関経協,1950）

人事制度の基礎に勤続年数が位置づけ→資格制度！？

「勤続年数一本ではなく、職種、性別、熟練度別」に「勤続年数
を五〇％、勤務成績を五〇％程度の割合において評定」して序列
化すべき（44〜45頁）

『労働実務読本』（日経連,1954）では先任権が硬直的であるとし

4. 戦前の「年功」との比較

※年功と年功序列の峻別の必要性

戦前の年功…不況による解雇は当然

・解雇されずにきた長期勤続者を敬う

・勤続の長さによる序列ではない

→ 長期勤続できた者に対する報奨
ex. 勤続10年や15年に対する金品の授与

他方で、
    ・いつでも解雇できる

・昇給…選別的な昇給

3割程度の者を選び昇給させる…全員ではない

「きのう永年勤続で表彰した男を、明日は一片の辞令で

まつ先に首にすることの自由も充分に保留」した「いわ

ば永い勤続に対する雇主としての情誼から、恩恵的」な

もの（兼子,1949,37〜38頁）



戦前の昇進基準

職長の任命基準に勤続年数を置く企業…少ない

職長の銓衡基準（44〜45頁）

「勤続年限」について言及しているもの…18工場（13.6%）

ex. 協調会（1929）の調査（調査企業132工場）

これらの勤続年限数も長くない

具体的基準が示された9工場中勤続年数に言及した5工

場の事例…概ね3〜5年（50〜54頁）

また

短い勤続年数の設定→多くの候補者
その中から誰を昇進させるかは管理者の一存

1950年代（先任権移入後）の昇進基準

・「作業役職」への昇進…87%の企業

「職歴」70%、「年令」51%、「基準賃金額」45%

なお「上級役職」、「中級役職」においても勤続年数が
最も多くの企業で昇進要件となっていた。

（日経連,1955,第12表）

戦前とは異なり、この時期には昇進基準において勤続
年数を用いることが定着

・「下級役職」への昇進…91%の企業

「職歴」74%、「学歴」72%、「性」55%

日経連「昇進制度に関する調査」（1955年）

勤続年数…昇進要件として最も多くの企業が採用

年功序列概念の登場

・国会図書館…積極的デジタル化

→古い文献の全文検索が可能

「年功序列」もしくは「年功的序列」を検索

→嚆矢は1953年の氏原正治郎の論文

・Abegglen Japanese Factoryの翻訳書*10

1958年占部都美訳『日本の経営』ダイヤモンド社

“日本において賃金や昇進がseiorityで決まる"

seniority→「古参権」と翻訳

同じ文章が1970年代になると「年功序列」と翻訳
（Abegglen,1973）

年功序列概念←seniorityの影響うけた新しい言葉

2025年5月現在、図書：233万点のうち173万点

おわりに

• 大規模な人員整理必至→GHQによる先任権の導入指導…客観的な基
準による恣意的解雇と紛争の防止

• 日経連も積極的に受容…人員整理基準 ＋ 従業員秩序

• A.「淘汰されるべき者」を淘汰した後の「消極的」整理基準とし
て：ドッジ・ライン時の人員整理基準→「勤続年数の短い者」を
解雇するという整理基準の挿入→戦前に採用された長期勤続の中
高年男性が解雇から守られる→氏原、アベグレンらによる日本的
雇用の発見（1950年代）

• B. 先任権は勤続年数による序列という従業員秩序を担うものとし
ても期待される→昇進等の基準に→資格制度の一要素として取り
入れられ資格制度に接続された

• 日本的経営という自画像の根底には米国的な制度が存在していた
可能性→揺らぐ自画像
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